
( 証券コード 6824 )

平成30年６月７日

株 主 各 位
大阪市淀川区三津屋中２丁目５番４号

代表取締役社長 髙　橋　良　典

第59回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水曜日）
午後５時15分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市淀川区三津屋中２丁目５番４号

当社   本社２階ホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第59期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第59期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役11名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
https://www.new-cosmos.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位



（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

［全般的概況］

　当連結会計年度におけるわが国経済の先行きは、雇用・所得環境の改善

が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待

されます。しかし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留

意する必要があるとされています。

　このような環境のなか、当社グループは、家庭用ガス警報器関連、工業

用定置式ガス検知警報器関連、業務用携帯型ガス検知器関連ならびに、住

宅用火災警報器関連の開発、さらには独自のガスセンサ技術を活かした保

安機器や省エネルギーに貢献する機器の開発等を行ってまいりました。さ

らに、コスモスグループのネットワークを活かし世界中のガス事故ゼロを

めざし、より一層、安全で快適な環境づくりに貢献するために、高性能・

高品質な製品の開発に取り組んでまいりました。

　その結果、売上高は271億９千８百万円と前期に比べ13.0％の増収となり

ました。経常利益は前期に比べ38.2％増の26億３千３百万円となりました。

また、親会社株主に帰属する当期純利益は前期に比べ17.4％増の15億８千

７百万円となりました。

　商品別の概況は以下のとおりであります。

［商品別営業の概況］

・家庭用ガス警報器関連

　都市ガス用につきましては、警報器用ガスセンサおよび業務用換気警報

器の販売が好調に推移し、売上高は前期を上回りました。

　ＬＰガス用につきましては、拡販に努めたものの売上高は前期をやや下

回りました。

　その結果、家庭用ガス警報器関連の売上高は前期に比べ13.8％増の128億

６千８百万円となりました。
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・工業用定置式ガス検知警報器関連

　国内の半導体、鉄鋼および石油化学業界向けガス検知警報器の販売が好

調に推移しました。加えて海外市場において半導体業界向けガス検知警報

器の販売が好調に推移し、売上高は前期に比べ9.2％増の71億８千４百万円

となりました。

・業務用携帯型ガス検知器関連

　国内の都市ガス業界向けガス検知器および鉄鋼業界向け一酸化炭素計の

販売が好調に推移し、売上高は前期に比べ6.0％増の51億４千万円となりま

した。

　商品別の売上高は次のとおりであります。

商 品 区 分 売上高(百万円) 構成比（％） 前期比（％）

家 庭 用 ガ ス 警 報 器 関 連 12,868 47.3 113.8

工業用定置式ガス検知警報器関連 7,184 26.4 109.2

業務用携帯型ガス検知器関連 5,140 18.9 106.0

そ の 他 2,004 7.4 151.6

合 計 27,198 100.0 113.0

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中の設備投資額はセンサ工場、研究開発用機器、生産設

備、ソフトウェア等を含め総額８億３千９百万円であります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度における借入、増資および社債発行による資金調達はあ

りません。
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(2) 財産および損益の状況の推移

項　　目
第　56　期

平成26年４月から
平成27年３月まで

第　57　期
平成27年４月から
平成28年３月まで

第　58　期
平成28年４月から
平成29年３月まで

第　59　期
平成29年４月から
平成30年３月まで
（当連結会計年度）

売 上 高 (百万円） 19,189 19,555 24,062 27,198

経 常 利 益 (百万円） 2,237 1,746 1,905 2,633

親会社株主に帰属す

る 当 期 純 利 益
(百万円） 1,364 798 1,351 1,587

１株当たり当期純利益 (円） 110.38 64.64 109.44 128.42

総 資 産 (百万円） 31,045 31,542 36,501 39,193

純 資 産 (百万円） 25,422 25,670 27,999 29,825

１株当たり純資産額 (円） 2,047.64 2,067.24 2,151.59 2,285.13

 (注) １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株式

総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式総数および期末発行済株式総

数は、いずれも自己株式数を控除して算出しております。

(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

新 コ ス モ ス 電 機
メンテナンス株式会社

30百万円 100.0％
ガ ス 検 知 警 報 器 等 の
保 守 点 検 お よ び 工 事

コスモスサービス株式会社 30百万円 100.0％
ガ ス 検 知 警 報 器 等 の
保 守 点 検 お よ び 工 事

イ ス ズ 電 機 株 式 会 社 20百万円 80.0％ ガス警報器等の組立製造

新考思莫施電子（上海）
有 限 公 司

200百万円 100.0％
ガ ス 検 知 警 報 器 等 の
製 造 お よ び 販 売

フィガロ技研株式会社 99百万円 66.6％
ガスセンサ等の研究開発
お よ び 製 造 販 売

NEW COSMOS ELECTRIC 
K O R E A  C O . , L T D .

1,500百万ウォン 100.0％
ガ ス 検 知 警 報 器 等 の
輸入販売および保守点検
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(4) 対処すべき課題

　わが国経済の先行きについては、雇用・所得環境の改善が続き、デフレか

らの脱却を確実なものとし、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現し緩

やかな回復が続くことが期待されます。

　当社グループは「私たちは、センシング技術とサービスで、世界中の安全・

安心・快適な環境創りに挑戦します」を使命とし、家庭用から工業用までを

カバーするガス警報器・ガスセンサの総合メーカーとして事業の充実に努め

てまいります。

1.お客さま視点に立った製品の開発

　家庭・工場におけるガスによる爆発・中毒事故を未然に防ぐための製品、

また作業環境における危険化学物質を監視して安全確保に役立つ製品等には

高い信頼性と様々な安全規格への対応が求められます。それぞれの市場でお

客さまがかかえる課題を解決するため、技術競争力の強化と差別化をはかり、

開発のスピード化、生産性のさらなる向上、コストダウンの実現を進めなが

らお客さまの視点に立った信頼される高機能、高付加価値製品の開発に努め

てまいります。

2.持続的な成長の基盤となるセンサ技術の研究開発

　ガスセンサの可能性は、保安・防災の分野はもちろんのこと、環境にやさ

しい住空間や、安全で安心な作業空間の要求とともにますます大きく広がっ

ています。

　当社グループは独創的な発想のもとで基礎研究の段階から取り組み、数々

の革新的なガスセンサを生み出してきました。今後は、コスモスセンサセン

ターを拠点としてグループ会社間の協業をさらに深め、新たなステージへの

挑戦と研究開発の充実をはかり、ガスセンサの技術革新と可能性を追求し、

事業の発展とともに社会への貢献に努めてまいります。

3.海外事業の強化

　高い品質の製品とスピーディーなお客さま対応で、世界中で発生している

ガスによる事故から世界中の人々の生命と財産を守っていくことが当社グル

ープの願いです。

　中国、台湾、韓国、シンガポール、欧州、北米の拠点をはじめ、その他の

地域でも代理店網の整備・充実を進めており、今後はさらにユーザー志向を
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徹底し、シェアの拡大とサービス体制の整備・確立をはかりながら海外事業

の強化に取り組んでまいります。

4.お客さまの満足度を上げていく営業、サービス体制の充実

　当社グループは、市場でお客さまがかかえる課題を解決するため、効果的

に製品やノウハウをご提供できるよう営業、サービス体制網をより充実させ、

きめ細やかな対応が可能になるよう努めてまいります。

5.経営の効率化、原価の低減

　企業間競争の舞台がグローバル化し、さらに事業環境は日々変化していま

す。今後、効果的な投資を行いながら、経営の効率化、開発のスピードアッ

プ、原価の低減を進め、品質および利益率の向上に努め、企業価値の向上に

努めてまいります。

　以上の課題に加えて、当社グループは経営理念にあるように、未来への挑

戦、人的資源の成長、ステークホルダーの尊重とコミュニケーションの充実

に積極的に取り組み、社会とともに発展し、社会に貢献できる会社を実現し

てまいります。

　株主の皆さまにおかれましては、今後ともなお一層のご支援ご鞭撻を賜り

ますようお願い申しあげます。

(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

　主に下記の製造および販売を行っております。

①　家庭用ガス警報器関連

②　工業用定置式ガス検知警報器関連

③　業務用携帯型ガス検知器関連
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(6) 主要な営業所および工場（平成30年３月31日現在）

①　当社の本社および事業所の状況

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 ･ 工 場 大 阪 府 大 阪 市 新 潟 営 業 所 新 潟 県 新 潟 市

コスモスセンサセンター 兵 庫 県 三 木 市 静 岡 営 業 所 静 岡 県 静 岡 市

西 日 本 支 社 大 阪 府 大 阪 市 北 陸 営 業 所 石 川 県 金 沢 市

東 日 本 支 社 東 京 都 港 区 岡 山 営 業 所 岡 山 県 倉 敷 市

中 部 支 社 愛 知 県 名 古 屋 市 広 島 営 業 所 広 島 県 広 島 市

札 幌 営 業 所 北 海 道 札 幌 市 九 州 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市

仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市

②　子会社の事業所の状況

会 社 名 名 称 所 在 地

新コスモス電機メンテナンス株式会社 本 社 東京都千代田区

コ ス モ ス サ ー ビ ス 株 式 会 社 本 社 大阪府大阪市

イ ス ズ 電 機 株 式 会 社 本 社 兵庫県尼崎市

新考思莫施電子（上海）有限公司 本 社 中華人民共和国上海市

フ ィ ガ ロ 技 研 株 式 会 社 本 社 大阪府箕面市

NEW COSMOS ELECTRIC KOREA CO.,LTD. 本 社 大韓民国京畿道城南市

(7) 使用人の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

735名 28名増

（注）１．使用人数は就業人員であり、受入出向者を含み、出向者を含みません。

２．使用人数には、臨時使用人（年間平均人員 291名）は含んでおりません。
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②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

434名 12名増 42.6歳 17.1年

（注）１．使用人数は就業人員であり、受入出向者を含み、出向者を含みません。

 ２．使用人数には、臨時使用人（年間平均人員 142名）は含んでおりません。

(8)主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借入先 借入額

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,537,500千円

（注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で商号を「株式会社三菱ＵＦＪ

銀行」に変更いたしました。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当する事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 50,000,000株

②　発行済株式の総数 12,561,000株

③　株主数 885名

④　大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 （ 千 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

岩 谷 産 業 株 式 会 社 2,601 21.05

有 限 会 社 ア ー ル ・ ケ イ 572 4.63

柴 田 芳 市 505 4.09

新 コ ス モ ス 電 機 取 引 先 持 株 会 496 4.02

新 コ ス モ ス 電 機 従 業 員 持 株 会 487 3.94

笠 　 原 　 美 都 子 475 3.85

大 阪 瓦 斯 株 式 会 社 442 3.58

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 385 3.11

齋 賀 優 子 371 3.01

重 盛 徹 志 352 2.85

（注）１.持株比率は自己株式（200,932株）を控除して計算しております。

 ２.発行済株式の総数には自己株式（200,932株）を含んでおります。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成30年３月31日現在）

地 位
ふ

氏
り

　
が

　
な

名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長
しげ

重
もり

盛
てっ

徹
し

志

代 表 取 締 役 社 長
たか

髙
はし

橋
よし

良
のり

典

取 締 役
まつ

松
ばら

原
よし

義
ゆき

幸
副社長執行役員
品質管理管掌 兼 リビング営業本部長

取 締 役
いい

飯
もり

森
 

　
りゅう

龍

常務執行役員
海外営業管掌 兼 管理本部長 兼 内部統制
担当 兼 広報室担当

取 締 役
あい

相
 

　
かわ

川
 

　
かつ

勝
の

之
すけ

助

常務執行役員
生産管掌 兼 技術開発管掌 兼 技術開発本
部長

取 締 役
かな

金
い

井
たか

隆
お

生
上席執行役員
インダストリ営業本部長

取 締 役
たけ

竹
うち

内
 

　
とおる

徹

上席執行役員
経営企画室長 兼 事業支援部長 兼 情報シ
ステム部長

取 締 役
いけ

池
だ

田
とし

俊
お

雄

上席執行役員
リビング営業本部副本部長 兼 東日本支社
長

取 締 役
はっ

服
とり

部
まさ

雅
お

夫

上席執行役員
インダストリ営業本部副本部長 兼 中部支
社長

取 締 役
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天
もと

本
た

太
ろう

郎 フィガロ技研株式会社代表取締役社長

取 締 役
て

手
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島
 

　
はじめ

肇 株式会社タクマ相談役

常 勤 監 査 役
いけ

池
がみ

上
ひさ

久
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雄 国立大学法人東京学芸大学客員教授

監 査 役
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 （注）１．取締役の手島肇氏は、社外取締役であります。

 　　　２．監査役の池上久雄氏、山岸和彦氏、柳澤有廣氏の各氏は、社外監査役であり、当社は

各氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
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②　当事業年度中の取締役および監査役の異動

イ.就任

　平成29年６月29日開催の第58回定時株主総会において、池田俊雄氏、

服部雅夫氏、天本太郎氏、手島肇氏の各氏が取締役に、柳澤有廣氏が監

査役に選任され、それぞれ就任いたしました。

ロ．退任

　平成29年６月29日開催の第58回定時株主総会終結の時をもって取締役

別府辰人氏および監査役前條忠則氏は退任いたしました。

　ハ．当事業年度中の取締役および監査役の地位・担当等の異動

・監査役の池上久雄氏は平成29年６月29日開催の監査役会において、監

査役の互選により常勤監査役となりました。

・平成29年7月１日付の組織変更および役員異動において次のとおりと

なりました。

氏 名 新 旧

飯 森 　 龍
取締役　常務執行役員　管理本
部長　兼　海外営業本部長　兼
内部統制担当　兼　広報室担当

取締役　常務執行役員　管理本
部長　兼　内部統制担当　兼　
広報室担当

池 田 俊 雄
取締役　上席執行役員　リビン
グ営業本部　副本部長　兼　東
日本支社長

取締役　上席執行役員　東日本
支社長

服 部 雅 夫
取締役　上席執行役員　インダ
ストリ営業本部　副本部長　兼
中部支社長

取締役　上席執行役員　中部支
社長

・平成29年10月１日付の組織変更および役員異動において次のとおりと

なりました。

氏 名 新 旧

飯 森 　 龍
取締役　常務執行役員　海外営
業管掌　兼　管理本部長　兼　
内部統制担当　兼　広報室担当

取締役　常務執行役員　管理本
部長　兼　海外営業本部長　兼
内部統制担当　兼　広報室担当

③　当事業年度後における取締役の地位・担当等の異動

当事業年度後における取締役の異動等はありません。
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④　取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 ( 名 ) 報 酬 等 の 総 額 （ 千 円 ）

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

11
(1)

123,279
(3,933)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

4
(3)

21,500
(18,666)

合 計 15 144,779

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成５年６月25日開催の第34回定時株主総会において年額２

億５千万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成21年６月26日開催の第50回定時株主総会において年額５

千万円以内と決議いただいております。

４．報酬等の総額には、当事業年度において費用処理した役員退職慰労引当金繰入額を含

んでおります。

５．上記の支給人数には、平成29年６月29日開催の第58回定時株主総会終結の時をもって

退任した取締役１名および監査役１名を含んでおります。

６．平成29年６月29日開催の第58回定時株主総会の決議に基づき、役員退職慰労金を下記

のとおり支給しております。

　　　　・退任取締役　　１名　　4,640千円

　　　　・退任監査役　　１名　　3,500千円

⑤　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該

他の法人等との関係

・社外取締役手島肇氏は株式会社タクマ相談役を兼務しております。当

社と兼職先とは特別な関係はありません。

・監査役池上久雄氏は、国立大学法人東京学芸大学客員教授を兼務して

おります。当社と兼職先とは特別な関係はありません。

・監査役山岸和彦氏は、あさひ法律事務所弁護士・パートナーを兼務し

ております。また、同氏は公益社団法人日本スカッシュ協会監事を兼

務しております。当社と両兼職先とは特別な関係はありません。

・監査役柳澤有廣氏は畢馬威財務諮詢股份有限公司　首席顧問を兼務し

ております。当社と兼職先とは特別な関係はありません。
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ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該

他の法人等との関係

  該当事項はありません。
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ハ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況

区 分 氏 名
取締役会（12回開催） 監査役会（７回開催）

出席回数(回) 出席率(％) 出席回数(回) 出席率(％)

取 締 役 手 島 　 肇 ８ （注）100 － －

監 査 役 池 上 久 雄 12 100 7 100

監 査 役 山 岸 和 彦 12 100 7 100

監 査 役 柳 澤 有 廣 8 （注）100 4 （注）100

（注）取締役手島肇氏および監査役柳澤有廣氏は平成29年６月29日開催の第58回定時株主

総会でそれぞれ選任されており、取締役会の出席率は就任後の取締役会開催回数８

回で、監査役会の出席率は就任後の監査役会開催数４回で計算しております。

　　　　・取締役会における発言状況

取締役手島肇氏は、主に企業経営の経験者としての見地から意見を

述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための

助言・提言を行っております。

監査役池上久雄氏は主に企業経営の経験者として、また学識経験者

としての見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための発言ならびに内部統制システムの構築にあた

り助言・提言を行っております。また、監査役会において、当社の経

理システムならびに内部監査について適宜、必要な発言を行っており

ます。

監査役山岸和彦氏は弁護士としての専門的見地から、取締役会にお

いて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言な

らびに内部統制システムの構築にあたり助言・提言を行っております。

また、監査役会において、当社の経理システムならびに内部監査につ

いて適宜、必要な発言を行っております。

監査役柳澤有廣氏は事業戦略に関する豊富な経験や実績を有してお

り、専門的な視点から意見を述べるなど、取締役会において、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま

す。また、監査役会において、当社の経理システムならびに内部監査

について適宜、必要な発言を行っております。
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ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役手島肇氏、社外監査役池上久雄氏、山岸和彦氏、

柳澤有廣氏の４氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円または法令が定

める額のいずれか高い額としております。

(3) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　神明監査法人

協立監査法人

②　報酬等の額

神明監査法人 協立監査法人

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 9,750千円 9,750千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

9,750千円 10,100千円

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見

積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。
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(4) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

１．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の

概要は以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

　取締役会を毎月１回開催することを原則とし、必要に応じて適時開催し

て取締役間の意思疎通をはかるとともに相互に職務執行を監督します。

  取締役の職務執行については監査役会の定める監査の方針等に従い、各

監査役の監査対象となっています。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社は、取締役の職務執行に係る文書、その他重要な情報を、法令およ

び社内の文書管理規程に則り保存・管理します。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社では、全社的なリスク状況の監視ならびに全社的対応は総務人事部

が行い、各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が行うことと

しております。

　また、リスク管理規程を制定し、各部門において必要に応じてマニュア

ルを作成し整備していきます。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、組織・職務権限規程、業務分掌規程および稟議決裁規程によっ

て、取締役の妥当な職務範囲および意思決定ルールを制定しております。

  また、原則として毎月１回取締役会を開催し、重要事項の検討や業務の

運用状況の把握を行っております。

⑤　使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

　当社では、全社コンプライアンス体制の整備をはかりながら、業務分掌

規程に則って各部門長が責任をもって体制を整備していきます。

  また、内部監査室を設置しており、内部監査室長は重要な会議に出席す

ることによって、職務の執行が法令および定款に適合することを確認して

おります。
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⑥　当該株式会社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

　当社では、関係会社管理規程を制定しております。また、当社取締役・

使用人が子会社の役員を兼務し、企業集団における業務の適正を確保して

おります。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　当社では、現在、監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査

役から求められた場合には、監査役と協議の上、合理的な範囲で配置する

ことといたします。

  なお、平成30年３月現在においては、監査役会はその職務を補助する使

用人を置くことを求めてはおりません。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　当該使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査役の事前
の同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保いたします。

⑨　企業集団の取締役および使用人が監査役に報告するための体制ならびに
　　報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受け
　　ないことを確保するための体制

（１）当社では、取締役および使用人は、監査役会の定めるところに従い、
各監査役の要請に応じて必要な報告および情報提供を行います。
  その報告・情報提供としての主なものは、次のとおりです。
  イ 当社の内部統制システムの構築に係る部門の活動状況
  ロ 当社の重要な会計方針、会計基準およびその変更
  ハ 業績および業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
  ニ 監査役から要求された契約書類、社内稟議書および会議議事録の回付
（２）当社では、企業集団の取締役および使用人は、会社に重大な損失を
与える事項が発生または発生するおそれがあるとき、違法または不正な行
為を発見したとき、その他監査役会に報告すべき事項が生じたときは、監
査役または監査役会に報告します。
（３）当社は、監査役へ報告を行った取締役および使用人に対し、当該報
告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨
を企業集団の取締役および使用人に周知徹底します。

　　⑩　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に
　　　　関する事項
　　　　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の
　　　請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場
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　　　合を除き、その費用については会社が負担するものとし、速やかに監査費
　　　用の前払いまたは償還等の手続きに応じるものとします。

⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、会計監査人および監査室から必要に応じて監査内容の報告を
受け、相互に連携をはかるようにします。
  また、経理財務部および総務人事部の使用人が、必要に応じて監査役の
監査を補助しております。

　⑫　財務報告の信頼性を確保するための体制
当社および当社グループ会社は、金融商品取引法その他関係法令ならび

に一般に公正妥当と認められる会計基準にもとづき適正な会計処理を行い、
財務報告の信頼性を確保するため、関連諸規程を整備するとともに、財務
報告に係るリスクの予防・発見・是正に努め、財務報告に係る内部統制の
体制の構築、維持、向上に努めます。

　⑬　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
　〔反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方〕

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体との
取引の防止に努め、一切の関係を遮断することを基本方針としております。

　〔反社会的勢力排除に向けた整備状況〕
　反社会的勢力排除に向けた取り組みについては、法令および企業倫理に
則り対応することが重要であるとの認識にもとづき、対応部署を総務人事
部とし、反社会的勢力からの不当要求に対応することとしております。
　また、警察や弁護士等の外部専門機関と緊密な連携関係を構築し、反社
会的勢力の情報収集、排除に努めています。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社の当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況
の概要は次のとおりであります。

・原則毎月１回の定例取締役会のほか、年間４回の経営会議、年間７回の本
部長会議を開催し、法令等で定められた事項や経営方針、予算の策定等経
営に関する重要な事項を決定しております。そして毎月の予算実績の分
析・評価を行い、対策の検討をするとともに法令・定款等への適合性およ
び業務の適正性の観点から審議いたしました。

・監査役会を７回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、取締役会のほ
か重要な会議へ出席、業務および財産の状況の監査、取締役の職務執行の
監査、法令・定款等の順守について監査いたしました。

・当社および当社グループの役職員が守らなければならない基本原則である
「企業行動憲章」「企業行動マニュアル」を遵守し、その遵守の徹底をは
かっております。
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・コンプライアンス体制をより充実させるため平成28年４月１日付で総務人
事部に法務グループを設置しました。コンプライアンス意識実態調査の実
施などを通じて意識高揚をはかっております。

(注) 本事業報告に記載しております数字は、金額および株数については表示単位未満の

端数を切り捨て、その他比率等は、四捨五入により表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

ソフトウェア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

24,566,942

10,712,249

8,142,441

5,157,818

301,760

362,590

△109,917

14,626,539

7,217,384

2,485,259

731,454

3,149,257

298,170

553,242

2,008,931

153,747

1,785,448

33,677

36,057

5,400,223

3,584,887

87,405

1,729,001

△1,070

流 動 負 債 6,510,876

支払手形及び買掛金 3,750,234

短 期 借 入 金 150,000

１ 年 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金

206,000

未 払 法 人 税 等 461,864

賞 与 引 当 金 487,398

製 品 保 証 引 当 金 122,194

そ の 他 1,333,185

固 定 負 債 2,857,519

長 期 借 入 金 1,251,500

退職給付に係る負債 1,043,465

繰 延 税 金 負 債 255,237

役員退職慰労引当金 299,298

そ の 他 8,018

負 債 合 計 9,368,396

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 26,945,820

資 本 金 1,460,000

資 本 剰 余 金 933,171

利 益 剰 余 金 24,838,538

自 己 株 式 △285,889

その他の包括利益累計額 1,298,545

その他有価証券評価差額金 1,149,883

為 替 換 算 調 整 勘 定 119,385

退職給付に係る調整累計額 29,275

非支配株主持分 1,580,720

純 資 産 合 計 29,825,085

資 産 合 計 39,193,482 負 債 純 資 産 合 計 39,193,482
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 27,198,893

売 上 原 価 15,318,167

売 上 総 利 益 11,880,725

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,413,797

営 業 利 益 2,466,928

営 業 外 収 益 238,656

受 取 利 息 6,558

受 取 配 当 金 51,620

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 108,972

そ の 他 71,505

営 業 外 費 用 72,185

支 払 利 息 5,640

為 替 差 損 57,470

そ の 他 9,075

経 常 利 益 2,633,398

特 別 利 益 3,671

固 定 資 産 売 却 益 409

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,262

特 別 損 失 2,219

固 定 資 産 除 却 損 2,191

固 定 資 産 売 却 損 28

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,634,850

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 829,677

法 人 税 等 調 整 額 1,496

当 期 純 利 益 1,803,676

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 216,350

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,587,325
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,460,000 933,171 23,547,855 △285,817 25,655,209

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △296,642 △296,642

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,587,325 1,587,325

自 己 株 式 の 取 得 △72 △72

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － 1,290,682 △72 1,290,610

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,460,000 933,171 24,838,538 △285,889 26,945,820

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分

純資産合計そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係る調整累
計 額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当連結会計年度期首残高 827,181 83,775 27,768 938,725 1,405,493 27,999,429

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △296,642

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,587,325

自 己 株 式 の 取 得 △72

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 ( 純 額 )

322,702 35,609 1,506 359,819 175,226 535,045

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 322,702 35,609 1,506 359,819 175,226 1,825,656

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,149,883 119,385 29,275 1,298,545 1,580,720 29,825,085

－ 23 －

連結株主資本等変動計算書



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　８社

・主要な連結子会社の名称　　　　新コスモス電機メンテナンス株式会社

コスモスサービス株式会社

イスズ電機株式会社

新考思莫施電子（上海）有限公司

フィガロ技研株式会社

Figaro USA,Inc.

費加羅傳感科技（上海）有限公司

NEW COSMOS ELECTRIC KOREA CO.,LTD.

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　　　新潟コスモス株式会社

Bionics Instrument Europe B.V.

コスモス販売株式会社

・連結範囲から除いた理由　　　　非連結子会社３社は小規模会社であり、各社の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）はいずれも、連結計算書類に重

要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数

２社

・主要な会社等の名称　　　　　　天津費加羅電子有限公司

上海松江費加羅電子有限公司

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　　新潟コスモス株式会社

Bionics Instrument Europe B.V.

コスモス販売株式会社

フォーリーブス株式会社

・持分法を適用しない理由　　　　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響は軽微であり、かつ

重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており

ます。
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③　持分法適用手続きに関する特記事項

持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の事業年

度に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記

該当事項はありません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、新考思莫施電子（上海）有限公司、費加羅傳感科技（上海）有限公司、

NEW COSMOS ELECTRIC KOREA CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要取引については連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度

の末日は、連結会計年度と一致しております。

(5) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・製品・仕掛品・原材料　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属属設備及び構築物については定額法を採

用しております。

新考思莫施電子（上海）有限公司は、定額法によって

おります。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）による定額法によっており

ます。
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生

債権等につきましては財務内容評価法により、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ．製品保証引当金　　　　　　　製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績率等に

基づき、見込額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

連結会計年度末要支給額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基準

当社の退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産を控除した額を計上してお

ります。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生し

た連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に計上しております。

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。

２.会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 国庫補助金受入れによる有形固定資産の圧縮記帳額

「機械及び装置」19,296千円、「工具器具備品」2,209千円は国庫補助金受入れによる圧縮記

帳額であり、取得価額より減額しております。

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物及び構築物 84,556千円

土地 222,938千円

計 307,494千円

②　担保にかかる債務

短期借入金 100,000千円

長期借入金 220,000千円

計 320,000千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 10,742,333千円

(4) 偶発債務

債務保証

　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

Bionics Instrument Europe B.V. （315,000ユーロ） 41,113千円

(5) 当連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権債務

当連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権債務の会計処理については、手形交換日又は

決済日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の当連結会計年度末日満期

手形及び電子記録債権債務が当連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 133,647千円

電子記録債権 235,295千円

支払手形 26,144千円

電子記録債務 340,155千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数

普通株式 12,561,000株

(2) 自己株式の保有数

普通株式 当連結会計年度期首の株式数 200,890株

当連結会計年度増加株式数 42株

当連結会計年度末の株式数 200,932株
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(3) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 平成29年６月29日定時株主総会

株式の種類 普通株式

配当金の総額 296,642千円

１株当たり配当額 24円

基準日 平成29年３月31日

効力発生日 平成29年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後

となるもの

決議予定 平成30年６月28日定時株主総会

株式の種類 普通株式

配当金の総額 321,361千円

１株当たり配当額 26円

基準日 平成30年３月31日

効力発生日 平成30年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、自己資金にて運用してお

ります。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、販売業務管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。

　また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握

を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1)現金及び預金 10,712,249 10,712,249 -

(2)受取手形及び売掛金 8,142,441 8,142,441 -

(3)投資有価証券 3,443,198 3,443,198 -

(4)支払手形及び買掛金 3,750,234 3,750,234 -

(5)短期借入金 150,000 150,000 -

(6)長期借入金 1,457,500 1,457,639 139
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金（電子記録債権含）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 支払手形及び買掛金（電子記録債務含）、並びに(5) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(6) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額141,688千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,285.13円

１株当たり当期純利益 128.42円
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貸　借　対　照　表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

製 品

原 材 料

仕 掛 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

ソフトウェア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

その他の関係会社有価証券

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,672,034

4,480,600

1,251,643

1,435,432

4,274,612

1,181,734

1,549,048

1,158,168

137,421

192,659

118,839

△108,125

14,604,880

5,428,614

1,927,255

46,759

273,339

420,191

2,699,952

61,116

177,611

25,527

6,078

111,753

575

33,677

8,998,654

3,266,766

4,761,936

63,567

200,000

17,900

689,553

△1,070

流 動 負 債 5,321,281

支 払 手 形 289,571

電 子 記 録 債 務 2,208,522

買 掛 金 1,258,214

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

150,000

未 払 金 447,977

未 払 法 人 税 等 116,527

未 払 費 用 149,882

賞 与 引 当 金 351,556

製 品 保 証 引 当 金 122,194

そ の 他 226,835

固 定 負 債 2,345,273

長 期 借 入 金 1,087,500

退 職 給 付 引 当 金 848,333

役員退職慰労引当金 167,098

繰 延 税 金 負 債 242,341

負 債 合 計 7,666,555

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 21,462,243

資 本 金 1,460,000

資 本 剰 余 金 934,443

資 本 準 備 金 934,443

利 益 剰 余 金 19,353,689

利 益 準 備 金 365,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 18,988,689

事 業 拡 張 積 立 金 4,900,000

特 別 償 却 準 備 金 15,835

別 途 積 立 金 10,995,450

繰 越 利 益 剰 余 金 3,077,403

自 己 株 式 △285,889

評価・換算差額等 1,148,116

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,148,116

純 資 産 合 計 22,610,360

資 産 合 計 30,276,915 負 債 純 資 産 合 計 30,276,915

－ 30 －
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損　益　計　算　書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 20,365,692

売 上 原 価 13,397,689

売 上 総 利 益 6,968,002

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,091,216

営 業 利 益 876,785

営 業 外 収 益 235,446

営 業 外 費 用 32,307

経 常 利 益 1,079,924

特 別 利 益 1

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1

特 別 損 失 1,030

固 定 資 産 除 却 損 1,030

税 引 前 当 期 純 利 益 1,078,895

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 254,173

法 人 税 等 調 整 額 21,202

当 期 純 利 益 803,519

－ 31 －
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株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計事業拡張

積 立 金
特別償却
準 備 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,460,000 934,443 934,443 365,000 4,400,000 19,781 10,995,450 3,066,580 18,846,812 △285,817 20,955,438

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △296,642 △296,642 △296,642

当 期 純 利 益 803,519 803,519 803,519

積立金の増加 500,000 △500,000 － －

積立金の取崩 △3,945 3,945 － －

自己株式の取得 △72 △72

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 500,000 △3,945 － 10,822 506,876 △72 506,804

当 期 末 残 高 1,460,000 934,443 934,443 365,000 4,900,000 15,835 10,995,450 3,077,403 19,353,689 △285,889 21,462,243

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 825,126 825,126 21,780,565

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △296,642

当 期 純 利 益 803,519

積立金の増加 －

積立金の取崩 －

自己株式の取得 △72

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

322,990 322,990 322,990

当 期 変 動 額 合 計 322,990 322,990 829,794

当 期 末 残 高 1,148,116 1,148,116 22,610,360

－ 32 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・子会社株式及び関連会社株式　 移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　 事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの　　　　　　 移動平均法による原価法

②　たな卸資産

製品・仕掛品・原材料　　　　　 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法を採用

しております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）による定額法を採用してお

ります。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生

債権等につきましては財務内容評価法により、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

③　製品保証引当金　　　　　　　　製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績率等に

基づき、見込額を計上しております。
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④　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業

年度から費用処理しております。

　⑤　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社は内規に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　基づく事業年度末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 7,111,689千円

(2) 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

Bionics Instrument Europe B.V. （315,000ユーロ） 41,113千円

(3) 関係会社に対する金銭債権または金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 1,318,326千円

関係会社に対する長期金銭債権 17,900千円

関係会社に対する短期金銭債務 676,445千円

(4) 国庫補助金受入れによる有形固定資産の圧縮記帳額

「機械及び装置」19,296千円、「工具器具備品」2,209千円は国庫補助金受入れによる圧縮記

帳額であり、取得価額より減額しております。

(5) 当事業年度末日満期手形及び電子記録債権債務

当事業年度末日満期手形及び電子記録債権債務の会計処理については、手形交換日又は決済

日をもって決済処理をしております。

なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の当事業年度末日満期手形及び

電子記録債権債務が当事業年度末残高に含まれております。

受取手形 130,134千円

電子記録債権 235,295千円

支払手形 26,144千円

電子記録債務 384,540千円
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３．損益計算書に関する注記

(1) 研究開発費

一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開発費は、次のとおりであります。

一般管理費 1,450,031千円

当期製造費用 182,074千円

計 1,632,105千円

(2) 固定資産除却損

固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物付属設備 290千円

機械装置及び運搬具 0千円

工具器具備品 739千円

計 1,030千円

(3) 関係会社との取引高

売上高 2,595,254千円

仕入高 3,854,398千円

その他営業以外の取引高 8,146千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の保有数

普通株式 200,932株
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産

退職給付引当金 259,561千円

製品保証引当金 37,366千円

賞与引当金 107,505千円

貸倒引当金 33,064千円

役員退職慰労引当金 51,098千円

減損損失 69,160千円

未払事業税 13,655千円

その他 33,172千円

繰延税金資産小計 604,585千円

評価性引当額 △90,749千円

繰延税金資産合計 513,836千円

繰延税金負債

前払年金費用 △60,465千円

特別償却準備金 △6,975千円

その他有価証券評価差額 △496,076千円

繰延税金負債合計 △563,518千円

繰延税金負債の純額 △49,682千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △2.9％

住民税均等割 1.9％

税額控除

評価性引当額の増減

△4.9％

△0.2％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.5％
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６．関連当事者との取引に関する注記

親会社及び主要株主等（会社等）

種 類
会社等の
名称また
は 氏 名

所 在 地

資本金ま
たは出資
金
(百万円)

事 業 の
内 容
または職
業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

主要株主 岩谷産業㈱
大阪市中央
区

20,096 卸 売 業
（被所有
割 合 ）

21.05

当社製品
の 販 売

当社製品
の 販 売

1,493,612

売 掛 金 311,021

受取手形
(電子記録
債権含)

672,125

（注）１．上記の金額の内、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等は含

まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等は、取引に係る条件につき市場価格その他当該取

引に係る公正な価格を勘案して一般の取引の条件と同様のものを決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

    １株当たり純資産額 1,829.31円

    １株当たり当期純利益 65.01円

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９．その他の注記

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月11日

新コスモス電機株式会社
取締役会　御中

神 明 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 角橋　実 

協 立 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 朝田　潔 

　私どもは、会社法第444条第４項の規定に基づき、新コスモス電機株式会社の平成29年４月
１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　私どもの責任は、私どもが実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結計算書類に重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続きは、私どもの判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要
な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、私ども両監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を
検討することが含まれる。
　私どもは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　私どもは、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、新コスモス電機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と私ども両監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

　以　上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月11日

新コスモス電機株式会社
取締役会　御中

神 明 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 角橋　実 

協 立 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 朝田　潔 

　私どもは、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、新コスモス電機株式会社の平成29年４
月１日から平成30年３月31日までの第59期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　私どもの責任は、私どもが実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明する事にある。私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基
づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続きが実施される。監査手続は、私どもの判断により、不正又は誤謬による計算書類及び
その附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私ども両監査法人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属
明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算
書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　私どもは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　私どもは、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と私ども両監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書 謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第59期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成

し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意志疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい

ては、子会社の取締役及び監査役等と意志疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を

確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる

ことを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関

する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1)　事業報告等の監査結果

　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

　③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

(2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人神明監査法人及び協立監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

(3）　連結計算書類の監査結果

会計監査人神明監査法人及び協立監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成30年５月14日

新 コ ス モ ス 電 機 株 式 会 社 　 　 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役） 池 上 久 雄 ㊞

監査役（社外監査役） 山 岸 和 彦 ㊞

監査役（社外監査役） 柳 澤 有 廣 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、株主の皆さまへの利益還元を最重要課題のひとつと考え、安定

的な配当を継続的に実施することを基本方針としております。この方針に

基づき、当期の業績ならびに今後の事業展開等を総合的に勘案いたしまし

て以下のとおり当期の期末配当およびその他の剰余金の処分とさせていた

だきたいと存じます。

　１．期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金26円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額321,361,768円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成30年６月29日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

①  増加する剰余金の項目とその額

事業拡張積立金 500,000,000円

②  減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 500,000,000円
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第２号議案　取締役11名選任の件

　取締役全員（11名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、取締役11名の選任をお願いするものであります。

　取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

１

しげ

重
もり

盛
てっ

徹
し

志

（昭和17年１月29日生）

昭和46年12月　当社入社

昭和62年９月　当社産業機器第一事業部長

昭和63年６月　当社取締役

平成４年６月　当社常務取締役

平成６年６月　当社専務取締役

平成11年７月　当社取締役副社長

平成13年７月　当社代表取締役社長

平成29年４月　当社代表取締役会長（現）
352,340株

【取締役候補者とした理由】

　　重盛徹志氏は、主に商品開発から営業、人事と幅広い業務に従事し、

平成13年７月から同29年３月までの15年間代表取締役社長、平成29年４

月から代表取締役会長として当社経営を担い、当社における豊富な業務

経験と高い見識を有していることから、引き続き取締役候補者といたし

ました。

２

たか

髙
はし

橋
よし

良
のり

典

（昭和28年４月19日生）

昭和52年４月　当社入社

平成16年４月　当社インダストリ事業部副事業

部長

平成21年４月　当社執行役員　技術開発本部長

平成22年６月　当社取締役上席執行役員

平成25年７月　当社取締役常務執行役員

平成26年７月　当社取締役副社長執行役員

平成29年４月　当社代表取締役社長（現）

13,000株

【取締役候補者とした理由】

　髙橋良典氏は、主に産業用ガス警報器関連業務に従事し、現在は代表

取締役社長を務めております。当社における豊富な業務経験と高い見

識を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

３

まつ

松
ばら

原
よし

義
ゆき

幸

（昭和34年２月８日生）

昭和57年３月　当社入社

平成９年４月　当社研究開発本部商品開発第三

部長

平成17年６月　当社取締役

平成21年４月　当社取締役上席執行役員

平成22年６月　当社取締役常務執行役員

平成23年７月　当社取締役専務執行役員

平成26年７月　当社取締役副社長執行役員(現)

（現 品質管理管掌 兼 リビング営業本部長）

27,000株

【取締役候補者とした理由】

　松原義幸氏は、主に民生用ガス警報器関連業務に従事し、現在は取締

役副社長執行役員を務めており、当社における豊富な業務経験と高い見

識を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

４

いい

飯
もり

森
 

　
りゅう

龍

（昭和30年９月14日生）

昭和58年３月　当社入社

平成15年６月　当社社長室長

平成16年６月　当社取締役

平成21年４月　当社取締役上席執行役員

平成23年７月　当社取締役常務執行役員（現）

（現 海外営業管掌 兼 管理本部長 兼 内部統

制担当 兼 広報室担当）

31,100株

【取締役候補者とした理由】

　飯森龍氏は、主に管理部門関連業務に従事し、現在は取締役常務執行

役員を務めており、当社における豊富な業務経験と高い見識を有してい

ることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

５

あい

相
 

　
かわ

川
 

　
かつ

勝
の

之
すけ

助

（昭和29年12月３日生）

昭和51年４月　当社入社

平成16年４月　当社インダストリ事業部 技術

部長

平成19年５月　コスモスサービス株式会社取締

役社長（出向）

平成21年４月　当社執行役員

平成24年４月　当社執行役員　国内営業本部

　　　　　　　副本部長 兼 コスモスサービス

株式会社取締役社長（出向）

平成25年６月　当社取締役上席執行役員

平成27年７月　当社取締役常務執行役員（現）

（現　生産管掌 兼 技術開発管掌 兼 技術開発

　本部長）

25,341株

【取締役候補者とした理由】

　相川勝之助氏は、主に技術開発関連業務に従事し、現在は取締役常務

執行役員を務めており、当社における豊富な業務経験と高い見識を有し

ていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

６

かな

金
い

井
たか

隆
お

生

（昭和35年７月31日生）

昭和54年３月　当社入社

平成16年４月　当社インダストリ事業部東日本

営業部長

平成21年４月　当社執行役員　インダストリ事

業部長 兼 東日本支社長

平成22年６月　当社取締役上席執行役員（現）

（現  インダストリ営業本部長)

21,300株

【取締役候補者とした理由】

　　金井隆生氏は、主に営業関連業務に従事し、現在は取締役上席執行役

員を務めており、当社における豊富な業務経験と高い見識を有している

ことから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

７

たけ

竹
うち

内
 

　
とおる

徹

（昭和33年11月４日生）

昭和56年４月　大阪ガス株式会社入社

平成20年６月　同社兵庫導管部長

平成20年６月　同社副理事

平成23年４月　同社大阪地区保安統括

平成25年４月　当社顧問

平成25年７月　当社執行役員

平成26年４月　当社執行役員　事業戦略室副室

長

平成26年６月　当社取締役上席執行役員(現)

（現　経営企画室長 兼 事業支援部長 兼 情報

システム部長）

2,069株

【取締役候補者とした理由】

　　竹内徹氏は、主に経営企画関連業務に従事し、現在は取締役上席執行

役員を務めており、前職の大手都市ガス会社および当社における豊富な

業務経験と高い見識を有していることから、引き続き取締役候補者とい

たしました。

８

いけ

池
だ

田
とし

俊
お

雄

（昭和30年９月18日生）

昭和54年４月　東京ガス株式会社入社

平成15年４月　東京器工株式会社　代表取締役

社長（出向）

平成22年４月　東京ガス株式会社　営業第二事

業部長

平成25年６月　東京ガスライフバルカンドー株

式会社　代表取締役社長（出

向）

平成28年４月　当社顧問

平成28年７月　当社執行役員　東日本支社長

平成29年６月　当社取締役上席執行役員(現）

(現 リビング営業本部副本部長 兼 東日本支社

長）

1,300株

【取締役候補者とした理由】

　　池田俊雄氏は、前職の大手都市ガス会社におけるエネルギー関連の豊

富な経験と実績を有しており、現在は取締役上席執行役員を務めており

ます。これら豊富な業務経験と高い見識を有していることから、引き続

き取締役候補者といたしました。
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９

はっ

服
とり

部
まさ

雅
お

夫

（昭和34年２月15日生）

昭和59年４月　東邦ガス株式会社入社

平成19年12月　同社西部支社長

平成24年６月　同社環境部長

平成28年６月　当社顧問（出向）

平成28年７月　当社執行役員　中部支社長（出

向）

平成29年６月　当社取締役上席執行役員（現）

（現 インダストリ営業本部副本部長 兼 中部

支社長（出向）)

800株

【取締役候補者とした理由】

　　服部雅夫氏は、大手都市ガス会社におけるエネルギー関連の豊富な経

験と実績を有しており、当社では取締役上席執行役員を務めておりま

す。これら豊富な業務経験と高い見識を有していることから、引き続き

取締役候補者といたしました。

10

あま

天
もと

本
た

太
ろう

郎

（昭和29年９月20日生）

昭和55年４月　石原産業株式会社入社

昭和61年２月　フィガロ技研株式会社入社

平成８年４月　Figaro USA,Inc.　シニアマネ

ージャー（出向）

平成11年12月　フィガロ技研株式会社取締役　

兼　Figaro USA,Inc.　シニア

マネージャー（出向）

平成15年３月　Figaro USA,Inc.　社長

平成22年４月　フィガロ技研株式会社　代表取

締役社長（現）

平成29年６月　当社取締役（現）

（重要な兼職の状況）

　フィガロ技研株式会社　代表取締役社長

500株

【取締役候補者とした理由】

　　天本太郎氏は、アメリカにおける会社経営の経験、およびガスセンサ

事業についての深い知見を有しております。その豊富な経験と高い見識

から当社取締役として経営全般に適切な助言を行っていただいており、

引き続き取締役候補者といたしました。
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11

て

手
じま

島
 

　
はじめ

肇

（昭和19年12月21日生）

昭和42年４月　田熊汽罐製造株式会社（現　株

式会社タクマ）入社

平成10年６月　株式会社タクマ取締役　新エ

ネ・環境本部長

平成14年６月　同社常務取締役

平成16年４月　同社取締役　専務執行役員　　

プラント建設統轄本部本部長

平成17年４月　同社代表取締役社長

平成19年３月　京都大学大学院博士課程修了　

工学博士

平成25年４月　株式会社タクマ　取締役会長

平成27年７月　同社相談役（現）

平成29年６月　当社取締役（現）

（重要な兼職の状況）

　株式会社タクマ　相談役

－株

【社外取締役候補者とした理由】

　　手島肇氏は、長年にわたる企業経営で培われた高い見識と豊富な経

験・実績により、現在も社外取締役として、経営全般に適切な助言をい

ただいておりますので、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注)１．天本太郎氏は当社の子会社であるフィガロ技研株式会社の代表取締役社長であり、当社

は同社との間に仕入等の取引関係があります。

　　 ２．その他の候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

３．手島肇氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって１年となります。

４．社外取締役との責任限定契約の内容は、以下のとおりであります。当社は手島肇氏と

の間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万

円または法令が定める額のいずれか高い額としており、手島肇氏の再任が承認された

場合、同氏との間の当該契約を継続する予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場　大阪市淀川区三津屋中２丁目５番４号
当社本社２階ホール
電話（06）6308－3112

神崎川
神
崎
川

三
津
屋
商
店
街

阪
急
神
戸
線

国
道
176
号

阪
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塚
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山陽新幹線

阪急京都線

至 京都

十
三

至 梅田
淀　川なにわ筋

新大
ゴルフ

三津屋バス停

ＧＳ
ＧＳ

国産バネ工業

至 宝塚至 神戸

本社（会場）

Ｎ

淀川郵便局

阪急
オアシス

ファミリー
マート

〈交通手段〉
大阪駅（梅田）より
・阪急神戸線「神崎川」駅から徒歩約８分
（阪急「梅田」駅から「神崎川」駅までは普通電車で約７分）

・バスの場合
大阪シティバス 97号系統「加島駅前」行乗車約15分
阪急バス 18「加島駅前」行乗車約15分
「三津屋」バス停下車、徒歩約５分

地図


